
 

 　(注)　いずれも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
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⑴ 確定申告書の提出状況（表１） 

  ＝提出人員は648,792人で、６年連続で過去最高を更新＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 申告納税額のあるものの状況（表２） 

  ＝納税人員・所得金額・申告納税額はいずれも減少＝ 
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(注) 平成10～14年分は、株式等の譲渡に係る計数を含んでいる。
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⑷ 譲渡所得の申告状況 

＝土地等及び株式等の譲渡所得の申告人員、所得金額いずれも減少＝ 

  イ 土地等の譲渡所得（表４－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 株式等の譲渡所得（表４－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

     

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（注）　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
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２ 個人事業者の消費税の申告状況（表５） 

＝申告件数・納税申告額のいずれも減少＝ 
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(注) 相続時精算課税（平成15年分以降）は、暦年課税との併用者に係る計数を含んでいる。
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３ 贈与税の申告状況（表６） 

＝暦年課税の申告納税額が増加＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（注）１　翌年３月末日までに提出された計数である。

　　　２　税務署設置分の確定申告書等作成コーナーは、平成16年分から開始したが、その申告書提出件数は未把握である。

　  　３　19年分の申告書提出件数はe-Taxを利用した件数を含む。
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１ 確定申告書等作成コーナーの利用状況（表７） 

＝作成コーナーによる申告書の提出件数は177,216件と増加＝ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 　(注)　いずれも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

(注）　翌年３月末日までに利用された申告書の計数である。
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２ 国税電子申告・納税システム（ｅ-Ｔａｘ）の利用状況（表８） 

＝所得税・消費税（個人）のｅ－Ｔａｘ利用は 141,937 件と増加＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 閉庁日における申告相談の状況（表９） 

＝閉庁日の相談件数は3,666件で減少、申告書収受件数は4,410件と増加＝ 
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